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1. 法人の概況 
1-1 定款に定める目的 

我が国における適合性評価制度（以下「適合性」という）及び適合性に係る諸
外国との相互承認体制の確立と発展を図り、もって我が国産業経済の健全な発
展と公正な経済活動を支えるとともに、安心・安全な社会基盤構築に寄与する
ことを目的とする。 

1-2 定款に定める事業 
（１）適合性評価機関の認定及び認定結果の公表 
（２）国際及び国内の適合性評価に係る規格制改定への協力 
（３）認定機関間の相互承認の推進、維持 
（４）調査及び研究・開発 
（５）普及及び啓発、研修 
（６）内外関係機関等との交流及び協力 
（７）制度利用者等への情報提供 

1-3 所管官庁 
内閣府 

1-4 主たる事務所・支部の状況 
主たる事務所：東京都港区芝４丁目２−３ＮＭＦ芝ビル２階 

1-5 役員等に関する事項 （2022 年３月 31 日現在） 
1-5-1 理事・監事 

役  職 氏  名 常勤/非常勤 担当職務・現職 
代表理事 理事⻑ 飯塚 悦功 非常勤  
代表理事 専務理事 森内 譲 常勤 事務局⻑ 

事業企画部⻑ 
理 事 藤間 一郎 常勤 技術部⻑ 

特定調査・認定事業部⻑ 
理 事 光成 美樹 非常勤 株式会社 FINEV 代表取締役 
理 事 若林 桂 非常勤 弁護士 
監 事 渡部 行光 非常勤 公認会計士 渡部会計事務所 

所⻑ 
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1-5-2 評議員 (計 11 名) 
氏  名 所属・役職 選任分野 

＜会⻑＞ 
萩原 恒昭 

凸版印刷株式会社 
法務・知的財産本部  顧問 

設立代表者 
団体 

⻘⼭ 理惠子 公益社団法人 日本消費生活ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ・ 
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ・相談員協会 元副会⻑ 

一般消費者 

小野寺 将人 日本マネジメントシステム認証機関協議会 
代表幹事 
一般財団法人日本科学技術連盟 理事 

認定先機関 

崎田 裕子 ジャーナリスト、環境カウンセラー 一般消費者 
佐藤 秀隆 一般財団法人日本食品分析センター  

理事⻑ 
学識経験者 

篠原 孝雄 一般財団法人日本船舶技術研究協会 
特別顧問 

学識経験者 

新宅 純二郎 東京大学大学院 経済学研究科 教授 学識経験者 

高木 康 公益社団法人 日本臨床検査標準協議会 
会⻑ 
昭和大学 副学⻑ 

学識経験者 

髙本 学 一般社団法人日本電機工業会 専務理事 基本財産 
出捐団体 

二瓶 好正 東京大学 名誉教授 学識経験者 

和迩 健二 一般社団法人日本自動車工業会 常務理事 基本財産 
出捐団体 
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1-6 組織運営体制に関する事項 

2020 年 6 月 9 日開催の評議員会の終結とともに、理事⻑ 1 名、専務理事 1
名、執行理事 2 名、非常勤理事 1 名、の体制から、理事⻑ 1 名、専務理事 1
名、執行理事 1 名、非常勤理事 2 名の体制に変更。加えて、執行役員を設置す
る体制としており、今年度での変更なし。 

1-7 事務局組織及び職員等に関する事項 
1-7-1 事務局組織にかかる変更 
      該当なし 
1-7-2 職員 
      2022 年 3 月 31 日現在 51 名（内 常勤嘱託 6 名） 

人員推移： 期首在籍 48 名 
    採用   7 名 
    減員（退職）  4 名 
   期末在籍 51 名 
 

1-8 許認可に関する事項 
      該当なし 

 
2. 役員会実施報告 

2-1 理事会 
1）第 71 回 理事会 2021 年 5 月 25 日 

開催方法：ウェブ会議システムによるリモート開催 
決議事項： 2020 年度事業報告 
           2020 年度決算 
           アドバイザリコミッティ委員任命の件 
報告事項： 執行役員の任期更新及び委嘱業務 
           倫理担当総括責任者報告 
出席等：   理事 5 名、監事 1 名、事務局 1 名 
 

2）第 72 回 理事会 2021 年 8 月 25 日 
開催方法：書面開催 
決議事項：アドバイザリコミッティ委員任命の件 
決議票等：理事 5 名全員の承認の決議票、監事の異議なしの確認書 
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3）第 73 回 理事会 2021 年 9 月 27 日 

開催方法：ウェブ会議システムによるリモート開催 
決議事項：常勤理事候補推薦手順改定の件 
          常勤理事候補推薦委員会委員の指名の件 
報告事項：理事⻑、専務理事、執行理事による業務執行状況報告 
          第 5 回アドバイザリコミッティ実施報告 
          2021 年度決算見通し（速報） 
          評議員会とのコミュニケーション方針 
          職務給導入の件 
出席等：  理事 5 名、監事 1 名、事務局 1 名 
 

4）第 74 回 理事会 2021 年 12 月 6 日 
開催方法：招集 
報告事項：2021 年度実績見通し報告 
          処遇制度改定の進捗報告 
          常勤理事候補選考状況について 
          アドバイザリコミッティ/委員会名簿報告 
出席等：  理事 5 名、監事 1 名、事務局 1 名 

 
5）第 75 回 理事会 2022 年 2 月 21 日 

開催方法：ウェブ会議システムによるリモート開催 
決議事項：常勤理事候補推薦委員会提出名簿の確認の件 
報告事項：役員等候補推薦者名簿の進捗報告 
          監事の欠員リスクに関わる対応の件  
          新聞出稿の件 
          アドバイザリコミッティ実施報告 
出席等：  理事 5 名、監事 1 名、事務局 1 名 

 
6）第 76 回 理事会 2022 年 3 月 28 日 

開催方法：ウェブ会議システムによるリモート開催 
決議事項：役員等候補推薦者名簿の提出 
          中期事業計画及び 2022 年度事業計画 
          2021 年度予算修正及び 2022 年度予算 
          第 28 回 評議員会(定時)開催の件 
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報告事項：理事⻑、専務理事、執行理事による業務執行状況報告 
          2021 年度マネジメントレビュー 
          職務給制度導入の件 
          就業規則、給与規則改定の件 
          育児・介護休業規則改定の件 
出席等：  理事 5 名、監事 1 名、事務局 1 名 

 
2-2 評議員会 

第 27 回 評議員会 2021 年６月 10 日 
開催方法：ウェブ会議システムによるリモート開催     
決議事項：2020 年度事業報告 
          2020 年度決算 
報告事項：2021 年度事業計画及び予算 
          評議員会とのコミュニケーション方針 
出席等：  評議員 10 名、理事 3 名、監事 1 名、事務局 1 名 
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３．事業の実施状況 
3-1 適合性評価機関の認定及び認定結果の公表 

3-1-1 マネジメントシステム認証機関の認定登録の状況 
 認証基準 20 年度末 21 年度末 新規認定 

（拡大） 
取消 
辞退 

 品質マネジメントシステム 35 36 1 0 
環境マネジメントシステム 34 35 1 0 
食品安全マネジメントシステム 12 11 0 1 
情報セキュリティマネジメントシ
ステム 

1 1 0 0 

エネルギーマネジメントシステム 1 1 0 0 
航空宇宙セクター 5 5 0 0 
情報通信セクター 1 1 0 0 
医療機器セクター 4 4 0 0 
食品安全システム認証 
FSSC 22000 

10 10 0 0 

アセットマネジメントシステム 3 3 0 0 
JFS-C 認証 8 5 0 3 
労働安全マネジメントシステム 4 5 1 

(1) 
0 

マネジメントシステム認証機関数 36 37 1 0 
 
3-1-2 要員認証機関の認定登録の状況 

 認証分野 20 年度末 21 年度末 新規認定 
（拡大） 

取消 
辞退 

 溶接技術者 1 1 0 0 
マネジメントシステム審査員 1 1 0 0 

要員認証機関数 2 2 0 0 
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3-1-3 製品認証機関の認定登録の状況 
 認証分野 20 年度末 21 年度末 新規認定 

（拡大） 
取消 
辞退 

 電気工作物の溶接部 2 2 0 0 
抗菌防臭加工繊維製品 1 1 0 0 
マーケットリサーチサービス 1 1 0 0 
風力発電 1 2 1 0 
セキュア制御機器 1 1 0 0 
森林認証 4 4 0 0 
GAP 6 5 0 1 
MEL 1 1 0 0 
消防設備 2 2 0 0 

製品認証機関数 18 18 1 1 
 

3-1-4 温室効果ガス妥当性確認・検証機関の認定登録の状況 
 検証分野 20 年度末 21 年度末 新規認定 

（拡大） 
取消 
辞退 

 ISO 14064-1 組織検証 7 7 0 0 
ISO 14064-2 プロジェクト妥当性確認 4 4 0 0 
ISO 14064-2 プロジェクト検証 4 4 0 0 
ICAO CORCIA 検証 1 1 0 0 

温室効果ガス妥当性確認・検証機関数 7 7 0 0 
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3-1-5 試験所・校正機関の認定登録の状況 
試験分野 20 年度末 21 年度末 新規認定 

（拡大） 
取消 
辞退 

 
電気試験 

66 66 5 
(1) 

5 

機械物理試験 79 73 2 8 

化学試験 
112 112 6 

(1) 
6 

食品・医薬品 
87 86 3 

(1) 
4 

生物科学 
18 17 1 

(1) 
2 

放射線モニタリング 3 3 0 0 

その他の試験 6 6 0 0 
校正 30 29 0 1 

試験所・校正機関数 341 333 12 20 

 
3-1-6 臨床検査室の認定登録の状況 

 20 年度末 21 年度末 新規認定 
（拡大） 

取消 
辞退 

臨床検査室数 235 264 30 1 

 
3-1-7 検査機関の認定登録の状況 

 20 年度末 21 年度末 新規認定 
（拡大） 

取消 
辞退 

検査機関数 12 13 1 0 

 
3-1-8 標準物質生産者の認定登録の状況 

 20 年度末 21 年度末 新規認定 
（拡大） 

取消 
辞退 

標準物質生産者数 4 4 0 0 
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3-1-9 技能試験提供者の認定登録の状況 
 20 年度末 21 年度末 新規認定 

（拡大） 
取消 
辞退 

技能試験提供者数 7 8 1 0 

 
3-1-10 指定調査実施の状況 

事業番号 対象分野 
21 年度 

実施件数 
21 年度末 

適合性評価機関数 

1号 通信機器 0 1 

8号 通信機器 0 0 
 
 

3-2 国際及び国内の適合性評価に係る規格制改定への協力 
委員会名称 開発規格・基準 役職等 団体名称 

日本産業標準調査会 総会 JIS 規格一般 委員 経済産業省 
JISC 標準第一部会       
適合性評価・管理システム
規格専門委員会 

ISO CASCO 全般 委員 経済産業省 

ISO/CASCO 国内対応委員
会 

ISO/IEC 17000 
シリーズ 

委員 (一財)日本規格協会 

JIS Q 17029 素案準備委員
会 

JIS Q 17029 委員 (一財)日本規格協会 

品質マネジメントシステム
規格国内委員会 

ISO 9001 シリーズ 委員 (一財)日本規格協会 

環境管理規格審議委員会
（ISO/TC207）、 
ISO/TC207 戦略諮問委員会 
環境管理システム小委員会 

ISO14001 関連全般 委員 (一財)日本規格協会 

ISO/TC207/SC7（温室効果
ガスマネジメント）対応国
内委員会）、JIS 14064-1 
改正 JIS 原案作成分科会、
気候変動適応 M&E 検討委
員会、環境ファイナンス関
連規格検討委員会 

ISO14065, ISO14064
シリーズ 

委員 (一社)産業環境管理
協会 
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ISO TC322 （サステナブル
ファイナンス）対応国内委
員会 

― 委員 (一財)日本規格協会 

ISO TC301 国内審議委員会 ISO 50001 シリーズ, 
ISO50003 

委員 日本総合エネルギー
工学研究所 

ISO/TC34/SC17 食品安全
マネジメントシステム専門
分科会 

ISO 22000 シリーズ 委員 農林水産消費安全技
術センター 

ISO/TC283 国内審議委員会 ISO 45001 委員 (一財)日本規格協会 

JIS Q 55002 原案作成委員会 ISO 55000 シリーズ 委員 (一社)日本アセット
マネジメント協会 

一般財団法人食品安全マネ
ジメント協会(JFSM) 異議
処理パネル 

― 委員 (一財)食品安全マネ
ジメント協会 

JFS 規格ステップアップモ
デル事業者選考会 

 委員 (一財)食品安全マネ
ジメント協会 

日本 GAP 協会 技術委員 ― 委員 (一財）日本 GAP 協
会 

医療機器品質管理監督シス
テム講習会検討委員会 

― 委員 (公財) 医療機器セ
ンター 

計量法に基づく校正事業者
登録制度（JCSS）等に係る
技術委員会 

― 委員 独立行政法人 製品
評価技術基盤機構 

品質チェーン構築のための
適合性評価制度研究会 

 委員 独立行政法人製品評
価技術基盤機構 

「製品改良・規格等適合化支
援事業」面接審査員、総合審
査委員 

― 面接審査員
及び総合審

査委員 

(公財)東京都中小企
業振興公社 

計量計測用語に関する JIS
原案作成委員会 

 委員 (一財)日本規格協会 

国際計量研究連絡委員会 
物質量標準分科会 

 専門委員 国立研究開発法人産
業技術総合研究所 
計量標準総合センタ
ー 

国際計量研究連絡委員会 
電気標準分科会 

 専門委員 国立研究開発法人産
業技術総合研究所 
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計量標準総合センタ
ー 

ISO/TC272 国内検討委員会 ISO TC272 
（法科学） 

委員 特定非営利活動法人 
日本臨床検査標準協
議会（JCCLS) 

ISO/TC212 国内検討委員会 
団体委員・WG1 

ISO 15189 委員 特定非営利活動法人 
日本臨床検査標準協
議会（JCCLS) 

ISO/TC212 国内検討委員会 
WG2 

ISO 15189 委員 特定非営利活動法人 
日本臨床検査標準協
議会（JCCLS) 

ISO/CASCO/WG57
（17043）対応 WG 

ISO/IEC 17043 委員 (一財)日本規格協会 

ISO/TC 276 国内審議委員
会（ISO/TC 276/WG2 分科
会 " Biobanks and bio 
resources"） 

ISO 20387 委員 (一社)再生医療イノ
ベーションフォーラ
ム 

「バイオテクノロジー-バイ
オバンキング-バイオバンキ
ングの一般要求事項」の JIS
化原案作成委員会 

ISO 20387 委員 (一社)再生医療イノ
ベーションフォーラ
ム 

ISO Strategic Advisory 
Group (SAG) on 
Environmental, social, 
governance (ESG) 
ecosystem 

― 日本代表エ
キスパート 

経済産業省 

ISO TC207/SC7 (気候変動) ― 日本代表エ
キスパート 

(一社)産業環境管理
協会 

ISO TC207/SC4 (グリーン
債） 

― 日本代表エ
キスパート 

(一社)産業環境管理
協会 

ISO/TC 34/SC 17（食品安
全マネジメントシステム） 

ISO 22000 シリーズ 日本代表エ
キスパート 

独立行政法人農林水
産消費安全技術セン
ター 

ISO CASCO/TC 34 JWG36 ISO 22003 シリーズ 日本代表エ
キスパート 

独立行政法人農林水
産消費安全技術セン
ター 
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3-3 認定機関間の相互承認の推進、維持 
3-3-1 グローバルレベルでの認証機関 相互承認署名状況 

International Accreditation Forum（IAF） 
1）Main scopes （メインスコープ）Level 3 
   ISO/IEC 17021-1 マネジメントシステム認証 
   ISO/IEC 17065 製品認証 
   ISO/IEC 17065 温室効果ガス妥当性確認・検証 

ISO/IEC 17029 妥当性確認・検証 
2）Sub scopes（サブスコープ）Level 4 
   ISO/IEC 17021-2 (環境マネジメントシステム)  
   ISO/IEC 17021-3 （品質マネジメントシステム） 
   ISO/TS 22003（食品マネジメントシステム） 
   ISO/IEC 27006（情報セキュリティマネジメントシステム） 
   ISO 50003（エネルギーマネジメントシステム） 

ISO/IEC 17021-10 (労働安全衛生マネジメントシステム) 
Global G.A.P. IFA General Regulations 
ISO 14065 温室効果ガス妥当性確認・検証 
ICAO CORSIA ETM Vol. IV, ISO 14064-3, ISO 14066 

3）認証基準レベル Level 5 
MS: ISO 9001 (QMS) （品質マネジメントシステム）  
MS: ISO 14001 (EMS) (環境マネジメントシステム)  
MS: ISO 22000 (FSMS) 食品マネジメントシステム） 
MS: ISO/IEC 27001 (ISMS) (情報セキュリティマネジメントシステム） 
MS: ISO 50001 (EnMS) （エネルギーマネジメントシステム） 
MS: ISO 13485 医療機器品質マネジメントシステム 
MS: ISO 45001 労働安全衛生マネジメントシステム 
製品認証: Global G.A.P. IFA CPCCs (Control Points and Compliance 
Criteria) 
GHG ISO 14065: ICAO CORSIA 検証: ICAO CORCIA SARPs Annex 16,  
Vol. IV 
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3-3-2 グローバルレベルでの試験所認定機関 相互承認署名状況 
International Laboratories Accreditation Cooperation (ILAC) 

 
3-3-3 アジアパシフィックリジョングループ内における相互承認署名状況 
Asia Pacific Accreditation Cooperation (APAC) 

ISO/IEC 17021-1 
Quality Management Systems QMS 品質マネジメントシステム 
Environmental Management Systems EMS 環境マネジメントシステム 
Food Safety Management Systems FSMS 食品安全マネジメントシステム 
Information Security Management Systems ISMS 情報セキュリティマネジメントシステム  

Energy Management Systems EnMS エネルギーマネジメントシステム 
Medical device Quality Management Systems 医療機器品質マネジメントシステム 
Occupational Health and Safety Management Systems OHSMS  

労働安全衛生マネジメントシステム 
 ISO/IEC 17065 Product 製品認証 

         Global G.A.P. グローバルギャップ 

ISO 14065 Greenhouse Gas Validation Verification 温室効果ガス妥当性確認・検証 
         ICAO CORSIA Verification ICAO CORSIA 検証  

 
ISO/IEC 17025 Testing 試験所 
ISO/IEC 17025 Calibration 校正機関 
ISO 15189 Medical Testing 臨床検査室 
ISO/IEC 17020 Inspection 検査機関 
ISO 17034 RMP 標準物質生産者 
ISO/IEC 17043 PTP 技能試験提供者 

ISO 15189 Medical Testing 臨床検査室 
ISO/IEC 17020 Inspection 検査機関 
ISO/IEC 17025 Calibration 校正機関 
ISO/IEC 17025 Testing 試験所 
ISO/IEC 17034 RMP 標準物質生産者 
ISO/IEC 17043 PTP 技能試験提供者 
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3-3-4 IAF/ILAC/APAC への協力・貢献 
1) IAF ISO/IEC 17029 WG 主査 1 名 
2) APAC Sustainable WG/Management System WG 主査 1 名 
3) IAF Financial Oversight Committee メンバー 1 名 
4) ILAC ARC WG on Extraordinary Events 主査 1 名 

3-3-5 相互承認署名機関の審査参加  
2021 年度 1 件 

3-3-6 IAF/ILAC/APAC 会議参加実績 
1) 2021 年 10 月 IAF/ILAC 年次総会 (オンライン)： 参加会合：IAF/ILAC 

合同総会、IAF MLAC（相互承認委員会）、IAF TC（技術委員会）、マネジメ
ントシステム WG、製品認証 WG、ISO/IEC 17029 WG、不祥事 TF、審査時
間 TF、ILAC AIC（認定技術委員会)、ILAC IC（検査委員会）、ILAC ARC
（相互承認委員会） 

2) 2021 年 6 月 APAC 年次総会（オンライン）： 参加会合：執行委員会、 
CPC（コミュニケーション及びプロモーション委員会）、CBC（能力構築委
員会）、TC（技術委員会）、持続可能性 WG、製品認証 WG、MRA（相互承
認）評議会、GA（総会） 

 
3-4 調査及び研究・開発 

1) ISO/IEC 17029, ISO 14065 改定にかかる妥当性確認・検証の調査研究 
2) ISO 20387 バイオバンク認定 国内認定活動にかかる調査研究 
3) ETV（環境技術検証）ISO 14034に対応した認定プログラム開発のための調査 
 

3-5 普及及び啓発、研修  
3-5-1 ウェブ・雑誌等 掲載実績 
1）経済産業省 ウェブサイト掲載 

―令和３年度 産業標準化事業表彰受賞者インタビュー Vol.19 
https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/keihatsu/hyosho/interview/R03fy/019.html 

2）MEL ニュース 5 月号 
UN SDGｓと製品認定認証制度へのインパクト 〜グリーンファイナンス、サステ
ナブルファイナンスでの価値〜 
https://www.melj.jp/news/melnews_202105_ja 

3) 日本経済新聞 朝刊 新聞広告出稿 
全 15 段 24 カラー：全 3 回 
キャッチコピー (3 回共通)：「JAB の認定シンボルは能力の証(あかし)です」 
新聞広告掲載に同意いただいた適合性評価機関一覧を 3 回に分けて掲載 
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①2022 年 2 月 28 日(月) 掲載 
2022 年 1 月末時点で本協会が認定している臨床検査室の一覧を掲載 

②2022 年 3 月 7 日(月) 掲載 
2022 年 1 月末時点で本協会が認定している試験所、校正機関、検査機関、標準物
質生産者、技能試験提供者の一覧を掲載 

③2022 年 3 月 15 日(火) 掲載 
記事体広告：SDGs を支える適合性評価制度とは 
2022 年 2 月末時点で本協会が認定しているマネジメントシステム認証機関、製品
認証機関、要員認証機関、温室効果ガス妥当性確認・検証機関の一覧を掲載 

 
3-5-2 シンポジウム、説明会の開催 
1) 2021 年度 JAB プラットフォーム 第一部 

開催形態：オンラインウェビナー及びオンデマンド配信 
オンラインウェビナー開催日：2022 年 1 月 24 日(月) 
オンデマンド配信期間：2022 年 2 月 1 日(火)〜2 月 28 日(月) 

2022 年 3 月 24 日 (木)〜5 月 5 日(木) 
テーマ：UN SDGs の社会実装に向けて サステナビリティと新型コロナ感染による

社会の変容 
ウェビナー視聴者数：約 200 名 
オンデマンド配信登録者数：約 300 名 
主催者挨拶 

- 持続可能な社会の実現における第三者適合性評価制度とは 
- クオリティインフラストラクチャー〜認定機関としての JAB の取組み 

基調講演  
- UN SDGs を始めとする社会課題解決に向けた世界の標準化の動向について 

演題 
- UN SDGs の社会実装に向けた ISO 15189 認定の活用 
- 食品衛生管理政策における HACCP の制度化について 
- わが国のサステナブルファイナンス政策について 
- 2050 ゼロの実現に向けた脱炭素化の取組みについて 
- 企業のサプライチェーン・人権を巡る海外動向と我が国の対応 

 
2) 2021 年度 JAB プラットフォーム 第二部 

開催形態：オンラインウェビナー及びオンデマンド配信 
オンラインウェビナー開催日：2022 年 3 月 23 日(水) 
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オンデマンド配信期間：2022 年 3 月 24 日(木)〜5 月 5 日(木) 
テーマ：UN SDGs の社会実装に向けて サステナビリティと新型コロナ感染による

社会の変容 
ウェビナー視聴者数：約 200 名 
オンデマンド配信登録者数：約 300 名 
演題 

- 2050 年カーボンニュートラルに向けた経団連の取組み 
- ISO 15189 認定の活用 〜ISO15189 が臨床検査室にもたらしたもの〜 
- ISO/IEC 17025 試験所におけるフレキシブルスコープ認定の活用 
- サステナブル研究会報告 
- WG1 「組織の SDGs 経営を促進するための ISO 9001 認証制度の活用:その

可能性と将来展望を探る」 
- WG2 「環境マネジメントからカーボンニュートラル、SDGs に取組む 〜非

財務情報への開⽰に向けて〜」 
 
3) 活動報告会・説明会実施（認定申請者及び認定先向けの啓発、研修目的） 

名称(場所) 実施日 参加者数 タイトル/内容/目的 
CB 向け第一回 JAB 活動
報告会 (オンラインウェ
ビナー) 

2021 年 9 月 7 日 80 名 IAF 中間会議、APAC
総会、APAC Peer 
evaluation 概況に関す
る報告 

LAB 向け第一回 JAB 活動
報告会 (オンラインウェ
ビナー) 

2021 年 9 月 2 日 245 名 ILAC 中間会議、APAC
総会、APAC Peer 
evaluation 概況、フレ
キシブル認定等の報告 

CB 向け第二回 JAB 活動
報告会 (オンラインウェ
ビナー) 

2021 年 12 月 23
日 

77 名 IAF 総会、APAC Peer 
evaluation 概況に関す
る報告 

LAB 向け第二回 JAB 活動
報告会 (オンラインウェ
ビナー) 

2022 年 1 月 11 日 216 名 ILAC 総会、APAC Peer 
evaluation 概況報告、規
格改定動向 
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3-5-3 講演講師派遣 （外部開催企画への講師派遣） 
企画概要 
(企画名、主催、会場等) 

実施日 タイトル/内容/目的 

埼玉県立大学「検査管理演
習」講義（オンライン） 

2021年6月9日、
16日 

ISO 15189 について 
ISO 15189 の認定に関する
普及・啓発 
今後の臨床検査技師となる
学生への教育 

ISO 15189特別講演会 (大
阪府臨床検査技師会主催、
オンライン) 

2021年7月3日 JAB200 適用審査〜従来と
の変更点を中心に〜 
コ ロ ナ 感 染 拡 大 で の ISO 
15189 認定審査について 

第51回日本臨床神経生理学
会学術大会 シンポジウム 

2021年12月16日 ISO 15189 認定の意義 

 
3-6 内外関係機関との交流・協力 

1) JAC（日本認定機関協議会） 
令和３年度 JAC セミナー 
開催日程：2021 年 9 月 17 日(金) 13:00〜16:45 
開催形態：オンラインセミナー 
テーマ：「認定が支える SDGs の実践」 
視聴者数：約 300 名 
主催：JAC（日本認定機関協議会） 

 
2) 計量トレーサビリティの普及・啓発 

2021 年度 マネジメントシステムのための計量トレーサビリティ講演会 
開催方法：ライブ配信及びオンデマンド配信 
ライブ配信：2022 年 2 月 14 日(月) 10:30〜16:20 
オンデマンド配信：2022 年 2 月 24 日(木)〜3 月 9 日(水) 
参加者：合計 1721 名 内訳：850 名（ライブ配信）871 名（オンデマンド配信） 
主催：独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE） 
公益財団法人日本適合性認定協会（JAB） 
一般財団法人日本品質保証機構（JQA）計量計測部門 
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3-7 制度利用者等への情報提供 
3-7-1 認証件数に関する照会にかかる内容と件数 

照会元 地方公共団体（都道府県レベルと市町村レベルの両方を含む） 

規格 ISO 14001 
主な照会内容 当該地方公共団体内での ISO14001 認証取組織の件数 

（理由）・環境白書に掲載するため  
・環境基本計画等の指標とするため 
・内部資料として使用するため 
・環境施策の基礎資料とするため、等 

照会件数 15 件 
 

3-7-2 マネジメントシステム認証組織数の状況  
マネジメントシステムの種類 20 年度末 21 年度末 増減 
品質マネジメントシステム 27,797 27,098 -699 
環境マネジメントシステム 14,829 14,772 -57 
食品安全マネジメントシステム 1,310 1,406 +96 
情報セキュリティマネジメントシステム 52 48 -4 
エネルギーマネジメントシステム 4 4 0 
医療機器品質マネジメントシステム 169 196 +27 
アセットマネジメントシステム 69 76 +7 
労働安全衛生マネジメントシステム 104 227 +123 
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4. 重要な契約 
該当なし 

 
5. 法人の課題 

1) 要員（特に認定審査員）の力量維持・拡大、基準文書の制改定、事務局内の業務 
プロセス改善（DX を含む）、料金体系や工数を含む認定サービス条件の定期見直
し化などを通じた「認定品質の向上」 

2) 新規事業の企画、新たな認定スキームの開始、ステークホルダーとの協業強化、
周年イベントなどを通じた「制度の普及促進」 

 
6. 事業報告の付属明細書について 

2021 年度事業報告には「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第
34 条第 3 項に規定する「事業報告の内容を補足する重要な事項」に該当する事象が
存在しないので、付属明細書は作成しない。 

以 上 


